
１　総括

 (１) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）　人件費には、特別職に支給される給与や報酬などが含まれています。

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には、退職手当は含まれていません。
      ２　職員数は、２２年４月１日現在の人数です。

（３）特記事項

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

２　一般行政職給料表の状況（２３年４月１日現在）

（注）　給料月額は、給与抑制措置を実施した場合における抑制前のものです。

２級 ３級

185,800

（単位：円）

６級 ７級

320,600 366,200

４級

（参考）類似団体平均

千円 千円 千円

一人当たり給与費　　計　　Ｂ

人　

職員数

6,782,89817,608

5,733723,621

19.7

5,789

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

309,200 356,400

222,900 261,900 289,200

千円

給与費 B/A

５級

402,500 424,600 458,400390,100243,700

（参考）

21年度の人件費率

鞍手町の給与・定員管理等について

区　　分
　　　　　　Ｂ

　　　　　千円
22年度

Ｂ／Ａ

人件費

1,302,352

人件費率

　　　　　　％

１級

歳出額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（22年度末）

73,623

　　　　　　　千円 　　　　　千円

実質収支

176,716

19.2

125 482,499 64,406

　　　　　　Ａ

人 　　　　　千円千円

135,600

　　　　　　　　　　　％
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (１) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２３年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）　一般行政職とは、行政職の職員のうち、税務職と保健師職の職員を除いたものです。

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

※　民間データは「賃金構造基本統計調査」において公表されているデータを掲載しています。（平成２０～２２年の３ヶ年平均）
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではあ
　りません。
※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員において
　は前年度に支給された期末・勤勉手当を、民間においては前年に支給された年間賞与等の額を加えた試算値です。

（注）１　「平均給料月額」とは、２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸
　　　　手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含
　　　　まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。
      ３　個人情報保護の観点から、対象となる職員が１人又は２人の場合は、個人の特定を避けるため、平均年齢、平均給料月
　　　　額等の欄をアスタリスク（＊）としています。

（２) 職員の初任給の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

319,116

370,559

283,862

287,269 311,840 300,179

389,825

316,403

福岡県

140,100

137500

129,200 125400

（注）１　国の大学卒初任給は、国家公務員Ⅲ種適用の場合です。

高　校　卒

―

377,923

＊

315,241

公　務　員

321,662

平均年齢

鞍手町

平均給与月額区　　分 平均給料月額
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（国ベース）

320,118 342,768371,208

383,157

―

国

─

13

平均給与月額
（Ａ）
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＊
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（３) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）１　経験年数とは、卒業後直ちに採用された場合は採用後の年数を、採用前に民間などに勤務した経験がある場合はその期
　　　　間を換算し、採用後の年数に加算した年数をいいます。
　　　２　平成２３年地方公務員給与実態調査に基づくものです。

４　一般行政職の級別職員数等の状況
（１) 一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在）

（注）１　鞍手町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
      ３　組織機構改革に伴い、平成２０年度より級構成における標準的な職務内容が変更になりました。

  

主任主事

　　　　　　　　人

事務主幹・技術主幹

係長・事務主査・技術主査

区　　分

３　級

２　級

７　級
　　　　　　　　％

22 20.2

主査

班長・事務局長補佐

会計管理者・課長・事務局長

22.9

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

41.3

　　　　　　　　％

25

3.7

　　　　　　　　人

0.0

10 9.2

　　　　　　　　％

3 2.8

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

会計管理者・課長・事務局長
　　　　　　　　人

会計管理者・課長・事務局長 会計管理者・課長・事務局長
　　　　　　　　人

４　級

45

0

会計管理者・課長・事務局長

課長補佐・室長補佐・参事補佐　　　　　　　　　　

247,979

主事・技師

主任主事・主任技師

標準的な職務内容（平成２０年度から）

主事

職員数標準的な職務内容

該当者なし

経験年数２０年以上２５年未満

５　級

該当者なし

4

　　　　　　　　％

１　級

大　学　卒

主幹

高　校　卒

高　校　卒

区　　　　分

一般行政職

技能労務職

348,500

経験年数１５年以上２０年未満

該当者なし

299,300

６　級

256,713

該当者なし

230,100 267,308

該当者なし

309,056

経験年数１０年以上１５年未満

中　学　卒

構成比

2.8% 0.0% 7.2% 3.7% 6.3% 
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41.3% 39.3% 
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（２) 昇給への勤務成績の反映状況

５　職員の手当の状況

（１) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２２年度支給割合） （２２年度支給割合） （２２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（２) 退職手当（２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (３) 地域手当（２３年４月１日現在）

千円

 　円

％ 人

 (４) 特殊勤務手当（２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

支給対象職員数

0.0

支給率

0

0

手当の名称

支給実績（２２年度決算）

支給対象地域

1,672

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

伝染病防疫作業

1.35

0.65

職制上の段階、職務の級等による加算措置

伝染病防疫作業従事職員

　管理職加算　１０％～２５％

1.45

2.60

0

　定年前早期退職特例措置(２％～２０％加算)

59.28

41.34

59.28

59.28

　役職加算　５％～２０％

59.28

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

鞍手町

行旅病人及び死亡人
取扱作業

1.35

1,580

１人当たり平均支給額（２２年度）

行旅病人及び死亡人取扱作業
従事職員

し尿処理場作業手当

行旅病人及び死亡人
取扱作業手当

し尿処理場作業従事職員

作業一回につき１，０００円

月額２，０００円し尿処理場作業

0職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度）

主な支給対象業務

作業一回につき５００円

手当の種類（手当数） 3

伝染病防疫作業手当

主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

30.55

33.5

0

0

　定年前早期退職特例措置(２％～２０％加算)

23.5

59.28

支給実績（２２年度決算）

1.450.65

2.60

職制上の段階、職務の級等による加算措置

41.34

1.45

鞍手町

1,314

１人当たり平均支給額（２２年度）

鞍手町では、鞍手町職員勤務評定要領に基づき全職員を対象に勤務評定を行ってます。
その評定結果により、平成２２年度は支給率を１００分の６２から１００分の９２に決定して勤勉手当を支給しました。

47.5

鞍手町 国

59.28

　管理職加算　１０％～２５％

国

　鞍手町では、新しい人事評価制度の構築に向け準備を行っています。当面は、勤務評定を利用して昇給への勤務成績の反映を行
います。

47.5

福岡県

2.60

　役職加算　５％～１５％ 　役職加算　５％～２０％

0.65

1.35

職制上の段階、職務の級等による加算措置

―

国の制度（支給率）

0 　 ％

22,677

23.5

33.5

30.55
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 (５) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（６) その他の手当（２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円同じ

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

管理職手当

管理職員特別
勤務手当

管理又は監督の地位
にある職員が、臨時又
は緊急の必要等により
週休日等に勤務した場
合に支給
１勤務につき4,000円

通勤手当

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

千円 0

（２２年度決算）

26,592

59,389

13,187

千円

千円

借家・借間などの居住
にかかる費用を負担し
ている職員に月額2万
7,000円を限度に支給

千円

同じ

配偶者1万3,000円、そ
の他の扶養親族は1人
につき6,500円

166

支給職員１人当たり
平均支給年額

千円

同じ

14,432

国の制度
との異同

職員が管理又は監督
の地位にあるときに支
給　　        課長10% 班
長9%

同じ

同じ

内容及び支給単価
国の制度と

44,068

異なる内容手　当　名

扶養手当

住居手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

（２２年度決算）

51,461

支給実績

145

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

451,093

0

221,595

286,662

24,811

最も経済的かつ合理的
と認められる通常の通
勤経路・方法により算
出した額（例：２キロ以
上５キロ未満の自家用
車使用月額2,000円）
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６　特別職の報酬等の状況（２３年４月１日現在）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合にお
　　　　ける退職手当の見込額です。
　　　３　地方自治法の改正により、平成１９年４月１日から助役は副町長に変わり、収入役は廃止されました。
　　　４　平成２２年７月から平成２６年３月まで、町長１０％、副町長７％（教育長５％）の減額措置を行っています。

任期毎

任期毎

14,239,200

7,320,000

610,000

448,000

698,000

420,000

360,000

69万8千円×在職年数×510／100

61万0千円×在職年数×300／100

158,000

180,000

　　（２２年度支給割合）

　　（２２年度支給割合）

308,000

議　　　　　　員

258,000

町　　　　　　長

町　　　　　　長

議　　　　　　長

副　　議　　長

議　　　　　　長

備　　　　考

副　　町　　長

副　　町　　長

副　　議　　長

期
末
手
当

副　　町　　長

2.60

243,000

230,000

505,000

（参考）類似団体における最高／最低額

710,000

報

酬

区　　　分 給　　　料　　　月　　　額　　　等

628,200

退
職
手
当

議　　　　　　員

町　　　　　　長

567,300

2.60

345,000

給

料

854,000
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７　職員数の状況

（１)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

・看護師の欠員不補充(▲5)

△ 5

人）87.96

・人事異動に伴う他部門退職者の民生一般における不補充(▲1)

・保育所保育士の退職不補充(▲2)

67.32

△ 5

・人事異動に伴う他部門退職者の保健センター等施設における不
補充(▲1)

＜参考＞

人

人）

・会計出納における他部門への事務事業移管(▲2)

・都市計画一般における欠員補充(1)

（類似団体の人口1万人当たり職員数

・行政委員会事務の他部門からの兼務(▲1)

・総務一般における業務量増加(1)

1

1

主な増減理由
対前年
増減数

公
営
企
業
会
計
等
部
門

水　 　　道

小　計

4

9

121126

3

教育部門

そ　の　他

合　　計

27

病　　 　院

188

            [ 426］

小　計

普
通
会
計
部
門

314

＜参考＞

人68.72

△ 1

26

149

109

0

34

1717 0

37

10

・農業一般における欠員補充(1)

△ 2

・徴収事務における業務範囲の拡大(1)

・総務一般における休職者の課付(1)

3

10

6

人172.65

1

△ 10

下　水　道

＜参考＞

△ 5

・介護保険事業に係る老健施設看護師の欠員不補充(▲1)△ 1

民　　　生

計

11土　　　木

104

一
般
行
政
部
門

総　　　務

304

183

       [  0］

59.06

・管財における他部門への事務事業移管(▲1)

△ 4

0

△ 4145

議　　　会

商　　　工

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職      員      数

平成２３年

3

平成２２年

1

（類似団体の人口1万人当たり職員数

8 ・人事異動に伴う他部門退職者の水道企業職員における不補充(▲1)

            [ 426］

・下水道事業職員の欠員補充(1)

32

・人事異動に伴う他部門退職者の地域改善における不補充(▲1)

税　　　務

農林水産

9

5

11

33

・検査スタッフ充実に係る臨床工学技士増(2)

衛　　　生 10 8 △ 2 ・人事異動に伴う他部門退職者の衛生一般における不補充(▲1)

・技労職（診療助手）の退職不補充(▲1)
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（２)年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在）

　

(３)職員数の推移

（単位：人・％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

△ 35

△ 21.2

△ 10.5

△ 19.9

△ 28

△ 2

△ 30

△ 2.7

２１年

△ 5

51 40

人

～

55歳

職員数
0

35歳

人人

59歳 以上

37

～

人人

～

43歳

人

47歳

36歳

39歳

～ ～ ～

60歳

人人人

公営企業等会計 計

339

188

132 114

未満

人

一般行政

教　育

普通会計 計

314

１８年 ２０年

人

～

37

１９年

総合計

128

9

304 △ 10.3

20歳

23歳

28歳

～ ～

24歳 44歳

区　分

302

48歳

28

40歳

326

人

20歳

18

計

56歳52歳32歳

41 28 0

51歳

～

人

303

27歳 31歳

17

120

18

145

181

19

151

17

２２年 ２３年
過去５年間

の増減数（率）

17

104109

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

126138

182

132

189

321

121

183188

320

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上 

％
 

構成比 ５年前の構成比 
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８　公営企業職員の状況
　(１)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、２３年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。
　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　

（２２年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分 千円　

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 千円　

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 0 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

33.5 41.34

14,981

0

47.5

1.35

30.55

鞍手町

59.2859.28

１人当たり平均支給額（２２年度）

59.28

86,665

１人当たり平均支給額（２２年度）

1,511

45.6

1,597

鞍　手　町 50.3

千円　　　　　千円 千円

14,369

給　 料

千円

6,4439 39,401 4,051 57,821 6,425

人 千円 千円

職員手当　　　　　　Ａ 一人当たり給与費　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A

（参考）団体平均給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％

Ｂ　

％

純損益又は実

　質収支

総費用

29.1

職員給与費比率

総費用に占める 　（参考）

２１年度の総費用に占

める職員給与費比率

31.8

　　　　　　Ｂ／Ａ

平均月収額平　均　年　齢

団体平均

　　　　千円

539,451

１人当たり平均支給額（２２年度）

362,100 535,892

　　　　　　区　　分

２２年度

鞍手町

千円　 千円　

23.5

15,245

職員数

272,128

期末・勤勉手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　役職加算　５％～１５％

団体平均

Ａ  

　定年前早期退職特例措置(２％～２０％加算)

団体平均

2.60

1.45 0.65

区　　分

２２年度

区　　分

370,553

基本給
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ウ　地域手当

（２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％ ％

エ　特殊勤務手当（２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

千円同じ

912 千円同じ 455,871管理職手当

職員が管理又は監督
の地位にあるときに支
給　　        課長10% 班
長9%

294 147,000

通勤手当

最も経済的かつ合理的
と認められる通常の通
勤経路・方法により算
出した額（例：２キロ以
上５キロ未満の自家用
車使用月額2,000円）

同じ 171 千円 24,343

住居手当

借家・借間などの居住
にかかる費用を負担し
ている職員に月額2万
7,000円を限度に支給

201,000扶養手当
配偶者1万3,000円、そ
の他の扶養親族は1人
につき6,500円

同じ

1,216

122

手　当　名 内容及び支給単価

804 千円

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ） 1,871

平均支給年額
一般行政
職の制度と
の異同

一般行政
職の制度と
異なる内容 （２２年度決算）

支給職員１人当たり

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

支給実績（２２年度決算）

0

0

支給率

0鞍手町 0.0

支給対象職員数支給対象地域

手当の種類（手当数） 0

0.0職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ２ 年 度 決 算 ） 208

支給実績

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

（２２年度決算）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

一般行政職の制度（率）

支給実績（２２年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

0

0

国の制度（率）

0.00.0

管理職員特別
勤務手当

管理又は監督の地位
にある職員が、臨時又
は緊急の必要等により
週休日等に勤務した場
合に支給
１勤務につき4,000円

同じ 0 千円 0
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９　職員の厚生福利制度の状況（全職員対象）

(１)職員の健康管理

人

(２)職員の福利厚生

受診者数

定期健康診断の実施状況（平成２２年度決算）

福岡県市町村職員共済組合の福利厚生事業

主な事業

　　　　　　189万6,688円町費負担額

　地方公共団体は、地方公務員法第４２条の規定に基づき、職員の健康維持や元気回復などの福利厚生計画を立て、実施していま
す。鞍手町では、社会保険制度として加入している福岡県市町村職員共済組合が、地方公務員等共済組合法に基づき、職員と市町
村が分担して拠出した財源を使って主に次のような事業を行っています。

短期給付事業

内　　　容

病院にかかったときの医療費などの保健給付、休業給付

福祉事業

長期給付事業 年金などの給付

健康の維持・増進に関する保健事業

　なお、これ以外にも、職員が納めた会費で運営されている鞍手町職員互助会が、各種厚生事業を行っています。

　労働安全衛生法に基づき、職員の健康管理状況を把握し、健康障害や疾病を早期に発見するため、全職員を対象として定期健康
診断を行っています。

302
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